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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

第３四半期
累計期間

第36期
第３四半期
累計期間

第35期

会計期間

自平成24年
４月１日

至平成24年
12月31日

自平成25年
４月１日

至平成25年
12月31日

自平成24年
４月１日

至平成25年
３月31日

売上高（千円） 9,868,180 11,241,136 13,271,841

経常利益（千円） 2,204,033 2,656,545 2,845,626

四半期（当期）純利益（千円） 1,271,606 1,441,749 1,591,302

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 497,914 950,754 950,754

発行済株式総数（千株） 17,592 18,392 18,392

純資産額（千円） 9,460,903 11,850,741 10,686,174

総資産額（千円） 29,308,171 31,790,088 28,874,719

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
72.29 78.40 90.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） 7.0 8.0 14.0

自己資本比率（％） 32.3 37.3 37.0

　

回次
第35期

第３四半期
会計期間

第36期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成24年
10月１日

至平成24年
12月31日

自平成25年
10月１日

至平成25年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
23.83 28.63

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。　　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間末現在において当社が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、円安等の影響により輸出企業の生産活動は好調であり、また、雇

用環境も改善の動きが見られるなど緩やかな景気回復が進んでおります。

　建物等の建築に関しましては、円安の影響による原材料の高騰、建設に携わる人手不足に加え、消費税等増税前

の駆け込み需要も重なり、設備投資に係るコストは増加傾向にあります。

　こうした経済環境のもとで、当社の主力事業であるスポーツクラブ事業において５店舗、ホテル事業において２

店舗を新規開業いたしました。また、来期以降の出店予定として「ホリデイスポーツクラブ」３店舗、「ＡＢホテ

ル」２店舗の開発を決定いたしました。

　スポーツクラブ事業における既存47店舗の当第３四半期末の会員数は、前年同期の会員数と比べ2.5％程増加し

ており、ホテル事業における既存５店舗の宿泊稼働率も前年同四半期に比べ3.4ポイント上昇しております。

　一方費用面においては、ホテル事業での継続した新規開発を行う初年度であり、前年同期に計上がなかった新規

開発に係る諸経費を計上したこと、スポーツクラブにおける既存８店舗のサウナ室改修工事費用の計上、９店舗の

水垢クリーニングを実施したことにより、前年同期に比べ売上原価、販売費及び一般管理費は増加しております。

　また、金融情勢の変化に対応しスポーツクラブ建設に伴う資金調達としてシンジケートローンを一部採用してお

りましたが、コスト面を考慮し期限前弁済を実施したことにより、アレンジメントフィー等長期前払費用として計

上していたものを全額償却したことに加え、テナントビルの一部改修に伴い固定資産を除却したことにより特別損

失として101百万円計上しております。

　この結果、当第３四半期累計期間における売上高は11,241百万円（前年同期比13.9％増）、営業利益2,751百万

円（同17.4％増）、経常利益2,656百万円（同20.5％増）、四半期純利益1,441百万円（同13.4％増）となりまし

た。

　

＜スポーツクラブ事業＞　

　スポーツクラブ事業の当第３四半期末における店舗数は、平成25年４月に開業した「ホリデイスポーツクラブ盛

岡」、同６月に開業した「ホリデイスポーツクラブ市原五井」、同10月に開業した「ホリデイスポーツクラブ寝屋

川」、同11月に開業した「ホリデイスポーツクラブ桶川」及び「ホリデイスポーツクラブ草津」の合計５店舗の新

規出店を加え合計58店舗となりました。前事業年度に開業した６店舗と上記５店舗出店による増収効果に加え、既

存47店舗における会員数が増加したことにより、売上高は9,037百万円（前年同期比13.0％増）となりました。

　

＜ホテル事業＞

　ホテル事業の当第３四半期末における店舗数は、平成25年６月に開業した「ＡＢホテル名古屋栄」及び同７月に

開業した「ＡＢホテル小牧」を加え合計７店舗となりました。

　ホテルにおいては、インターネットを利用した宿泊者の獲得が好調であり、既存５店舗における宿泊稼働率の上

昇に加え上記２店舗開業の増収効果により、売上高は1,126百万円（前年同期比38.4％増）となりました。

　

＜不動産事業＞

　不動産事業においては、賃貸マンション「Ａ・Ｃｉｔｙ」等の入居率は順調に推移しており、好調な経済環境に

よりテナントの入居率も高くなったことから、売上高は1,076百万円（前年同期比2.1％増）となりました。　

 　　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しにつきましては、当第３四半期累計期間におい

て重要な変更はありません。

（５）資本の財源及び資金の流動性の分析

　当社の資金需要のうち主なものは、設備投資資金のほか、販売費及び一般管理費等の営業費用によるものであ

り、営業費用の主なものは、人件費及び販売手数料であります。　

　今後もスポーツクラブ事業（「ホリデイスポーツクラブ」）及びホテル事業（「ＡＢホテル」）の開発により、

設備投資資金の需要は大きくなるものと予想されますが、リースバック方式の導入等資金需要の伴わない開発の割

合を増加させ、投資による資金需要を最小限に抑える創意工夫を行ってまいります。

　

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　スポーツクラブ事業においては、新プログラムの開発、地域の皆様の健康増進に寄与するサービスの提供に努

め、今後も関東圏から東海、関西圏の大都市圏を中心に年間８店舗を目標に新規開発を行ってまいります。

　ホテル事業におきましては、食事に関するサービスの更なるバリューアップ、集客経路の多様化、サービスの質

の向上により稼働率の増加を図るとともに、マーケットの状況、景気動向等を総合的に勘案し年間２店舗を目標に

新規開発を行ってまいります。

　賃貸マンション「Ａ・Ｃｉｔｙ」を主力とする不動産事業におきましては、附帯サービスの提供等新規サービス

の企画開発を行い、賃貸マンションの満室経営を目標にサービスの提供を行ってまいります。

　また、新規開発に伴う設備投資額につきましては東日本大震災の復興需要、消費税等増税前の駆け込み需要等に

より増加傾向にありますが、建設プランの見直し等により開発コストの低減に努めてまいります。　

　今後の成長戦略においては、新規開発物件の徹底した市場調査、資金調達の多様化を図り、継続した成長戦略を

推進できる体制を構築するとともに、各事業における新商品の開発に取組んでまいります。　　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,040,000

計 23,040,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,392,000 18,392,000

　東京証券取引所

　名古屋証券取引所

　各市場第二部　

単元株式数100株

計 18,392,000 18,392,000 － －

（注）１．大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）につきましては、平成25年４月15日に上場廃止申請を行い、同

年６月１日に上場廃止となっております。

　　　２．平成25年４月15日開催の取締役会において、会社法第178条に基づく自己株式の消却を決議し、平成25年４月

26日に普通株式351株を消却いたしました。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
－ 18,392,000 － 950,754 － 814,104

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　2,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,368,400 183,684

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式    20,700 － －

発行済株式総数 18,392,000 － －

総株主の議決権 － 183,684 －

 （注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株が含まれております。　

②【自己株式等】

 平成25年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　東祥

愛知県安城市三河

安城町１丁目16番

地５

2,900 － 2,900 0.02

計 － 2,900 － 2,900 0.02

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　東　祥(E04018)

四半期報告書

 6/16



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成25年10月１日から平成25

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,511,647 4,352,266

売掛金 34,205 49,232

営業未収入金 233,457 458,942

商品 1,260 1,441

貯蔵品 36,052 38,353

繰延税金資産 117,131 72,746

その他 204,849 198,104

貸倒引当金 △180 △180

流動資産合計 3,138,426 5,170,907

固定資産

有形固定資産

建物 25,220,032 26,875,486

減価償却累計額 △8,231,283 △8,975,431

建物（純額） 16,988,749 17,900,054

構築物 1,844,552 1,987,447

減価償却累計額 △1,181,782 △1,272,196

構築物（純額） 662,770 715,251

機械及び装置 616,576 740,734

減価償却累計額 △308,610 △359,231

機械及び装置（純額） 307,965 381,502

車両運搬具 35,062 35,062

減価償却累計額 △24,195 △27,449

車両運搬具（純額） 10,866 7,612

工具、器具及び備品 660,720 730,500

減価償却累計額 △527,757 △574,477

工具、器具及び備品（純額） 132,962 156,023

土地 3,272,370 3,410,503

リース資産 741,657 1,082,441

減価償却累計額 △182,220 △171,298

リース資産（純額） 559,436 911,142

建設仮勘定 1,165,278 479,206

有形固定資産合計 23,100,399 23,961,296

無形固定資産 35,752 34,608

投資その他の資産

敷金及び保証金 1,495,685 1,572,711

繰延税金資産 446,815 475,416

その他 641,164 555,108

貸倒引当金 △17,388 △17,447

投資その他の資産合計 2,566,276 2,585,788

固定資産合計 25,702,429 26,581,693

繰延資産

株式交付費 3,956 2,939

社債発行費 29,906 34,548

繰延資産合計 33,863 37,488
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資産合計 28,874,719 31,790,088
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,780 2,185

短期借入金 610,000 701,000

1年内償還予定の社債 780,000 735,200

1年内返済予定の長期借入金 2,888,186 2,688,469

リース債務 48,357 59,600

未払法人税等 752,501 520,178

その他 1,638,982 1,562,956

流動負債合計 6,720,808 6,269,590

固定負債

社債 1,260,000 2,554,800

長期借入金 7,501,756 8,072,009

リース債務 534,232 878,215

役員退職慰労引当金 836,760 875,100

資産除去債務 171,825 225,616

その他 1,163,161 1,064,016

固定負債合計 11,467,736 13,669,757

負債合計 18,188,545 19,939,347

純資産の部

株主資本

資本金 950,754 950,754

資本剰余金 814,104 814,104

利益剰余金 8,923,104 10,088,761

自己株式 △1,789 △2,878

株主資本合計 10,686,174 11,850,741

純資産合計 10,686,174 11,850,741

負債純資産合計 28,874,719 31,790,088
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 9,868,180 11,241,136

売上原価 6,630,226 7,484,850

売上総利益 3,237,953 3,756,286

販売費及び一般管理費

役員報酬 209,025 217,140

給料 90,744 107,583

支払手数料 132,799 145,354

その他 462,845 534,923

販売費及び一般管理費合計 895,414 1,005,001

営業利益 2,342,539 2,751,285

営業外収益

受取利息及び配当金 3,421 3,845

受取手数料 87,755 100,501

雑収入 24,673 14,953

営業外収益合計 115,850 119,300

営業外費用

支払利息 206,420 169,463

雑損失 47,936 44,576

営業外費用合計 254,356 214,039

経常利益 2,204,033 2,656,545

特別利益

固定資産売却益 2,698 －

新株予約権戻入益 868 －

特別利益合計 3,567 －

特別損失

固定資産売却損 156 －

固定資産除却損 5,493 15,978

会員権評価損 1,665 －

減損損失 24,986 －

シンジケートローン手数料 － 85,848

特別損失合計 32,302 101,826

税引前四半期純利益 2,175,297 2,554,718

法人税、住民税及び事業税 901,404 1,097,184

法人税等調整額 2,285 15,784

法人税等合計 903,690 1,112,969

四半期純利益 1,271,606 1,441,749
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

減価償却費 947,815千円 992,010千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当原資　

平成24年６月20日

定時株主総会
普通株式 105,542 6.0 平成24年３月31日 平成24年６月21日 利益剰余金

平成24年10月９日

取締役会
普通株式 123,132 7.0 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当原資　

平成25年６月18日

定時株主総会
普通株式 128,729 7.0 平成25年３月31日 平成25年６月19日 利益剰余金

平成25年10月14日

取締役会
普通株式 147,112 8.0 平成25年９月30日 平成25年12月11日 利益剰余金

　

（持分法損益等）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

スポーツクラ
ブ事業

ホテル事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 7,999,955 814,138 1,054,087 9,868,180 － 9,868,180

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

　　　　　 計 7,999,955 814,138 1,054,087 9,868,180 － 9,868,180

セグメント利益 1,990,825 243,265 488,836 2,722,927 △380,388 2,342,539

（注）１．セグメント利益の調整額△380,388千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。

　　　　　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　　　

　

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

スポーツクラ
ブ事業

ホテル事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 9,037,722 1,126,724 1,076,689 11,241,136 － 11,241,136

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

　　　　　 計 9,037,722 1,126,724 1,076,689 11,241,136 － 11,241,136

セグメント利益 2,314,016 307,944 534,399 3,156,360 △405,075 2,751,285

（注）１．セグメント利益の調整額△405,075千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。

　　　　　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　　　

　

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 72円29銭 78円40銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,271,606 1,441,749

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,271,606 1,441,749

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,590 18,389

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

―――　 ―――　

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

平成25年10月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　　（１）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・147,112千円 

     （２）１株当たりの金額 ・・・・・・・・・・・・・・・・８円

　　　（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成25年12月11日　

　　　　（注）平成25年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月５日

株式会社東祥

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　賢　次　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近　藤　繁　紀　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東祥の

平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第36期事業年度の第３四半期会計期間（平成25年10月１日から平成25年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東祥の平成25年12月31日現在の財務状態及び同日をもって終了する第

３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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